
本表彰事業は、事業者や事業場等において実施した他者の模範となる優れた省エネ取り組みや、省エネルギー性に
優れた製品並びにビジネスモデルを表彰するものです。この表彰事業では、公開の場での審査発表会や受賞者発表会、

さらには全応募事例集や受賞製品概要集などを通じ、情報発信や広報を行うことにより、わが国全体の省エネ意識の拡大、
省エネ製品の普及などによる省エネ型社会の構築に寄与することを目的としています。

（１）省エネ事例部門
企業や組織全体あるいは事業場や事務所等における省エネ取り組みや、現場における小集団活動(*)、あるいは

他者との連携等による省エネ活動により成果をあげた案件等を対象とします。具体的な省エネ活動としては、大規模な
設備投資を伴う取り組みだけではなく、既設設備の改善や改造、エネルギー管理や運用の強化、改善等を含み、また
ピーク電力の制御や負荷平準化など節電の取り組みも含まれます。

【分野】 イ. ＣＧＯ・企業等分野、ロ. 産業分野、ハ. 業務分野、ニ. 輸送分野、ホ. 支援・サービス分野、
ヘ. 共同実施分野、ト. 節電分野、 チ.小集団活動分野

【審査評価項目】
小集団活動分野以外

イ. 先進性・独創性 ロ. 省エネルギー性 ハ. 汎用性・波及性 ニ. 改善持続性
小集団活動分野

イ. テーマ選定理由 ロ. 活動における創意工夫（体制、独創性、汎用性・波及性、改善持続性等） ハ.省エネ成果

*小集団活動分野とは
社内あるいは事業所内の担当部門、中小企業等で行われる省エネ取り組みで、創意工夫が見られ、他の模範となる活動を
対象とする。同分野では、応募様式を簡素化し、２次審査の方法（発表審査かビデオ審査）を選択することができます。

募集期間： 2020年4月8日（水）～ 6月23日（火）
主催 : 一般財団法人 省エネルギーセンター 後援 : 経済産業省（予定）

本事業は、省エネルギー意識、活動および取り組みの浸透、省エネルギー製品等の普及促進に寄与すること
を目的とし、2011年より一般財団法人省エネルギーセンターが経済産業省の後援を受け、主催しています。

応募いただいた案件は厳正な審査を経て選考され、受賞者については、ENEX2021「第45回地球環境とエネル
ギーの調和展」（2021年1月27日予定）で表彰いたします。

2020年度
（令和２年度） 省エネ大賞

募集開始のご案内

省エネ大賞の目的

応募部門と審査評価項目

昨年度の表彰式（2020年1月29日：東京ビッグサイト）



■ お問い合わせ：一般財団法人 省エネルギーセンター 省エネ大賞事務局
電話：03-5439-9773 Email ： taisho@eccj.or.jp

■ 応募要領等の各種様式は、下記リンクよりダウンロードしてください。
https://www.eccj.or.jp/bigaward/start20/index.html

（２）製品・ビジネスモデル部門
原則、2020年11月1日までに国内で購入可能な優れた省エネルギー性を有する製品（業務用・家庭用製品のほか、

運輸分野の製品や住宅・ビル等建築分野の製品、及び各製品の要素製品や部材を含みます）、または省エネルギー
波及効果の高いビジネスモデルを対象とします。なお、省エネルギー性及び省エネルギー波及効果には節電効果も
含みます。

【分野】 イ. 業務分野、ロ. 家庭分野、ハ. 輸送分野、ニ. 建築分野、ホ. ビジネスモデル分野、ヘ. 節電分野

【審査評価項目】
イ. 開発プロセス ロ. 先進性・独創性 ハ. 省エネルギー性 ニ. 省資源性・リサイクル性
ホ. 市場性・経済性 へ. 環境保全性・安全性

部 門 経済産業大臣賞
資源エネルギー庁

長官賞
中小企業庁

長官賞
省エネルギー

センター会長賞
審査委員会

特別賞

省エネ事例 4件以内 6件以内 1件程度 10～15件程度 2件程度

製品・
ビジネスモデル

4件以内 5件以内 1件程度 10～15件程度 2件程度

応募から表彰までの流れ

表彰種別と表彰数（予定）

１次審査 書類審査

　西日本：9月 9日（水） 大　阪 / ドーンセンター

　中日本：9月10日（木） 名古屋 / 名古屋市公会堂

　東日本：9月16日（水）、17日（木） 東　京 / 月島社会教育会館

　10月中旬 ～ 11月中旬

　表彰式 　2021年1月27日（水）

　募集期間

　省エネ事例部門 小集団活動分野で応募の場合は、応募時に発表審査かビデオ審査のどちらかを選択

発表審査

　4月8日（水） ～ 6月23日（火）

　6 ～ 7月

２次審査

ビデオ審査
　省エネ事例部門 小集団活動分野でビデオ審査を選択した応募者

　9月中旬

現地確認
　発表審査・ビデオ審査にて、確認が必要とされた一部の案件について現地確認を実施

お問い合わせ、応募要領 等 入手先


